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第１章 事業報告書についての根拠法令等 

１ 地方公共団体の報告等 

〈法第 144 条の 31〉 

地方公共団体は政令で定めるところにより、組合員の異動、給与等に関し、組合に報告し、又は文書を

提示し、その他組合の業務の執行に必要な事務を行うものとする。 

〈施行令第 68 条〉 

地方公共団体は、主務省令で定めるところにより、次に掲げる事務を行うものとする。 

  一 組合員の数及び被扶養者の数を組合に報告すること。 

  二 組合員の資格の取得及び喪失に関する事項を組合に報告すること。 

  三 組合員の報酬及び期末手当等並びに厚生年金保険法第三条第一項第三号に規定する報酬及び

同項第四号に規定する賞与に関する事項を組合に報告すること。 

  四 組合員の標準報酬等合計額の総額及び厚生年金保険標準報酬等合計額の総額並びに掛金等に

関する事項を組合に報告すること。 

〈施行規程第 173 条〉 

地方公共団体又は特定地方独立行政法人は、毎月における組合員数、被扶養者数、標準報酬の月額

及び標準期末手当等の額並びに掛金等に関する報告を、翌月５日までに、組合に提出しなければなら

ない。 

２ 前項に規定する報告の内容については、運営規則の定めるところによる。 

〈運営規則第 41 条〉 

施行規程第 173 条の規定による地方公共団体又は特定地方独立行政法人の月例報告は、毎月末日

現在における組合員数、標準報酬の月額及び標準期末手当等の額並びに掛金等について記載しなけれ

ばならない。 

２ 地共済沖縄県支部の所属所について 

〈地方職員共済組合沖縄県支部組織規程第 8 条〉 

（所属所） 

第８条 定款第１１条第２項の規定による支部の所属機関（以下「所属所」という。）の番号及び名称は、別

表のとおりとし、所属所の長（以下「所属所長」という。）には、当該機関の長の職にある者をもって充てる。

ただし、病院事業局及び企業局の本庁機関にあっては、各部の主管課長の職にある者をもって充てる。 
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２ 所属所長は、当該所属所に係る次の各号に掲げる事務を処理する。ただし、知事部局、県議会事務局、

監査委員事務局、人事委員会事務局、選挙管理委員会及び労働委員会事務局においては、総務事務セ

ンター室長が処理する（会計年度任用職員に関する事務は除く。）。 

  また、知事部局の本庁機関及び県議会事務局にあっては、各部の主管課長が会計年度任用職員に

関する（１）及び（２）に係る事務を処理する。 

（１）組合員の現況並びに掛金及び負担金に関すること。 

（２）掛金及び負担金の払込みに関すること。 

（３）育児及び介護休業に係る給付金の請求確認及び請求書の進達並びに年金受給に関する申請に関

すること。 

（４）組合員の異動報告に関すること。 

（５）組合員の資格の得喪の届出及び被扶養者の認定及び取消の申告の受理並びに 

進達に関すること。 

（６）給付金の請求の確認及び請求書の進達に関すること。ただし、第３号掲げるものを除く。 

（７）貸付金の申込書の進達及び貸付決定通知書等の交付並びに貸付金償還に関すること。 

（８）その他支部長が命ずること。 

 

 

※事業報告書の提出については、（１）に該当するため、各所属所から地共済沖縄県支部へ提出す

る。 

    所属所一覧：次頁参照 
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第２章 事業報告書の作成及びチェックポイント 

１ 「例月給与」の報告 

（１）「共済組合事業報告書」の作成 

  共済組合事業報告書は、給与システムから出力されます。 

  共済事務メニュー  ⇒  事業報告  ⇒  事業報告書印刷指示 

  （一般組合員については人事異動があった月は、同時に「共済組合異動報告書」も作成されます。） 

（２）記載事項等の確認 

ア 「前月分」の欄は、前月末現在の状況が記載されているか。 

イ 異動内訳 

①「加入」の欄は、新採用及び他の共済組合｛市町村、公立学校（教育庁）、警察及び国家公務員｝

から異動した者が記載されているか。 

②「脱退」の欄は、退職、死亡、及び他の共済組合｛市町村、公立学校（教育庁）、警察及び国家公務

員｝へ異動した者が記載されているか。 

③「異動による転入」の欄は、所属所間の異動をした時に記載されているか。 

④「異動による転出」の欄は、所属所間の異動をした時に記載されているか。 

ウ 「今月計」の欄は、異動内訳を各々プラス・マイナスした数が記載されているか。 

エ 「内訳計」の組織員数は、上記ウ「今月計」欄と一致しているか。 

オ 「短期・介護・長期・厚生・退職・年金・公務」の掛金・負担金の欄は、実際に所属所が納付した額が

記載されているか。「共済組合掛金負担金内訳書」等と照合する。 

（３）添付書類等 

人事異動がある場合は、「共済組合異動報告書」を添付する。（一般組合員分） 

（４）月中途の人事異動の場合 

   原則として月の末日に在職する所属所で報告する。ただし、「短期・介護・長期の掛金・負担金」を異

動元で納付した場合は、異動元で報告する。 

（５）追給、戻入が生じた場合 

   別葉に作成し、昇級、給与改定等で給料の差額が遡及して支給された場合には、その額を組合員別

内訳欄に記載する。 
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２ 「期末手当等」の報告 

（１）期末手当等の表には、本月中に支給された掛金の標準となる期末手当、勤勉手当期末特別手当、寒

冷地手当、任期付研究員業績手当及び特定任期付職員業績手当の合計額について記載する。 

（２）例月給与と同様に、「組織員数」、「掛金の標準期末手当等の額」及び掛金・負担金の金額について、

「共済組合掛金負担金内訳書」等と照合する。 

（３）追給、戻入が生じた場合 

 別葉に作成し、昇級、給与改定等で給料の差額が遡及して支給された場合には、その額が組合

員別内訳欄に記載されているか確認する。 

（４）派遣職員、退職派遣職員については、派遣先からの報告を集計して別に作成する。 


